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落札後の手続（不動産） 

 

１．落札者の決定 

 

入札期間終了後、奈良市は開札を行い、入札金額が予定価格(最低落札価格)以上でかつ

最高価格である入札者を落札者として決定します。 

ただし、最高価格での入札者が複数存在する場合は、くじ(自動抽選)で落札者を決定し

ます。 

 

２．落札者への連絡 

 

奈良市から入札終了後、落札者として決定された方に連絡します。 

契約締結に関する手続きのご案内等は、郵送で落札者へ送付します。 

 

＊落札者決定の取消し 

入札金額の入力間違いなどの場合、落札者の決定が取り消されることがあります。こ

の場合、売払物件の所有権は落札者に移転せず、納付された入札保証金は返還しません。 

 

３．必要書類の提出 

 

落札者は、送付された契約書などに必要事項を記入し、署名又は記名押印のうえ、奈良

市の指定する契約提出期限までに奈良市総務部財政課へ提出してください。 

（郵送の場合には、提出期日の消印有効。送付にかかる費用及び契約書の収入印紙代は、

落札者の負担となります。） 

・公有財産売買契約書（不動産） 2部  

・契約に伴う収入印紙 

・契約保証金充当依頼書兼売却代金充当依頼書 

・所有権移転登録等請求書 

・その他別途指示する書類 

 

（必要書類提出先） 

住 所：〒６３０-８５８０  

奈良市二条大路南一丁目１番１号 

宛 名：奈良市 総務部 財政課 行革推進係 宛 

連絡先：０７４２-３４-４７２０ 
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４．売払代金の残金納付 

 

奈良市が指定する方法により、売払代金の残金分を納付期限までにお支払いください。 

 

納付していただく金額（売払代金の残金） 

売払代金の残金＝落札価額－契約保証金額（契約保証金に充当した入札保証金） 

＊すでに納付されています入札保証金は、契約保証金に充当します。 

＊「売払代金」とは落札価額のことです。 

 

振込手数料は、落札者の負担となります。 

＊納付確認に期間を要することがありますので、予めご了承ください。 

 

＊必ず売払代金納付期限までに代金を納付してください。 

期限までに奈良市が納付を確認できない場合、落札者はその物件を買い受けることがで

きなくなり、事前に納付された契約保証金は没収となります。 

 

５．権利移転の時期 

  

不動産の所有権は、売払代金の残金納付を奈良市が確認したときに権利移転します。 

また、売払物件は落札者が売払代金を納付した時点の状況（現況有姿）で引渡します。 

 

６．契約および引き渡し   

 

⑴ ご提出いただいた売買契約書については奈良市で内容を確認・押印後、１部を返却

します。 

 

⑵ 奈良市が売払代金の残金納付を確認後、所有権移転登記請求書に基づき移転登記を

行います。その際の登録免許税は落札者の負担となります。 

登録免許税額については、収入印紙または登録免許税を納付したことを証する領収

証書を提出していただきます。 

 

⑶ 不動産の所有権が移転したときに現況のまま引き渡しがあったものとみなします。

現地での引き渡しは行いません。 

   

⑷ 移転登記完了後、登記完了を証明する書類（登記識別情報）をお渡しします。 

※移転登記に１カ月程度かかる場合があります。 
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⑸ 売却物件内の工作物、ごみなどの撤去等は、すべて落札者で行ってください。 

 

７．その他注意事項 

 

ＫＳＩ官公庁オークション掲載の「落札後の注意事項」を必ずご確認ください。 

特に重要な事項は次のとおりです。 

 

・危険負担について 

契約締結から売払物件引渡しまでの間に、当該物件が奈良市の責に帰すことのできな

い事由により損害が生じた場合、その負担は落札者が負うこととし、奈良市に対して売

払代金の減額を請求することはできません。 

 

・契約不適合責任について 

物件は売払い時の現況のまま引渡します。引き渡し後、一切補償できません。売買物

件について、種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しないことを発見した場

合であっても市は責任を負いません。  

 

・契約保証金について 

売払代金の残金納付期限までに売払代金の残金全額の納付が確認できない場合、す

でに納付されている契約保証金を没収し、返還しません。  

＊納付確認に期間を要することがありますので、予めご了承ください。 

 

８．落札者（法人の場合は代表者）以外の方が落札後の手続きを行う場合  

 

落札者本人（落札者が法人の場合はその代表者）が売払代金の支払い手続きを行えな

い場合、代理人が売却代金の支払い手続きを代行できます。 

その場合、委任状及び代理人の本人確認書類が必要となります。 

 

・委任状（委任者の印は、実印） 

・委任者が個人･････住民票の写し（原本） 

委任者が法人･････登記事項証明書（現在事項全部証明書）（原本） 

・委任者の印鑑登録証明書（原本） 

・代理人の公的機関発行の証明書（運転免許証、保険証、旅券など）のコピー 


